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下落し、2000年まで下落基調が継続する。その後、
ほぼ横ばいであったマンション価格が変化するの
が2006年頃からであり、2008年にかけて上昇基調
に転じている。このマンション価格の上下の要因
を以下に考察する。
3から判断できる。しかし地価ばかりでなく、
2007年から2008年にかけての原油や原材料の上昇
により、建築費が大きく上昇したことが2008年の
特徴的な点と言え、近年の建築費に影響されてい
ることが確認できる。加えて、地価と建築費以上
にマンション㎡単価が上昇していることも分かる。
以上のようにマンションは複合財であり、価格要
因は複雑である。
近年の首都圏マンション平均価格は、2006年の
4,200万円から2007年には4,644万円と1割以上も
上昇した。わずか1年で急激に上昇した価格は、
2008年にも下落することなく、更に上昇し4,775
万円となった。次に、この価格上昇が購入者にとっ
て、どのような意味を持つかを詳細に見る。
3.1マンション価格と契約率
一般に契約率は70%以上が市況好調の目安とさ
れる。そこで、図2のマンション価格と契約率の
推移を見ると、1970年代は平均60.3%であること
から、やや低い契約状況であることが分かる。し
かし、1987年に91.2％と高い契約率を記録した以
降は、平均契約率76％とおおよそ70％を上回る契
約率が継続している。
1988年以降は比較的高い契約率が維持されてい
るが、何度か70%を下回る年がある。バブル崩壊
後の1991年と2007年｡2008年である。バブルの影
響を排除して、マンション価格が5,000万円を下
回った1993年以降でマンション価格と契約率の関
係を見ると、マンション価格が4,500万円を上回る
と契約率が70%を下回る関係にあることが分かる。
また、1988年以降で契約率が大きく下降する年
が3度ある｡1995年は阪神淡路大震災、住專処理
が始まる年でありマンションの購入にも影響を与
えたと思われる｡1997年は消費税率が上昇したこ
とにより、マンション価格が実質上昇し、その結
果契約率が低下している。その余波が1998年にも
及んでおり契約率を下押ししたと推測される。
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図3地価と建築費とマンション価格指数
4．購入可能価格
マンション価格が、ディベロッパーからのオファー
プライスであるのに対して、需要者側は自らの家
計の状況から、そのオファープライスを受け入れ
るか否か判断することとなる。そこで、この家計
の状況について一定の基準を定め、定量化を試み
る。
一般に家計収入から計算される住宅購入力は、
年収倍率で表現される方法が多用され年収の5倍
という水準が認知されているが、果たして5倍が
妥当なのか議論があると同時に、図4にあるよう
に日本型経営が崩壊する中で1997年から家計の収
入は減少しており5倍の意味が異なりつつある。
3.2マンション価格と原価
1988年以降のマンションの㎡単価の変動と建設
費・地価の変動を比較すると図3となる。マンショ
ン㎡単価の動向は、地価の動向とほぼ同一の動き
である。原価法の視点に立てば、土地代・建築費・
販売費用・ディベロッパーの利益によりマンショ
ン価格は構成されている。この原価の要因の中で
大きく変化する傾向にあるのが土地代であり、住
宅地の地価の変化と新築マンション㎡単価の変化
を指数化し比較した場合においても過去のマンショ
ン価格の動向は地価の動向に影響されていると図
32








